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研究背景（全国高齢運転者事故の実態）
○全年齢層の事故件数の減少に対して、65才以上の高齢運転者による事故割合が増大
→2018年の65才以上の高齢運転者数は1863万名で、2008年の数値と比較して57.6％増大
→先進国の米国（40.1％）と比較しても、高齢運転者数の増大傾向は顕著

出典：総務省統計局の「平成30年における交通事故の発生状況」をもとに作成
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研究背景（原付以上運転者（第１当事者）の死亡事故件数の推移）
○全年齢層による死亡事故件数の減少に対して、75才以上運転者の占める割合が増大
→先進国の米国では、交通死亡事故に関与した70才以上の高齢運転者数の減少傾向あり
→高齢運転者による交通事故の問題が顕著化しているなか、事故対策が求められている

出典：警察庁交通局の「交通死亡事故の発生状況及び道路交通法違反取締り状況について」をもとに作成



研究背景（高齢者講習制度の見直し：新高齢者講習）
○平成29年3月12日に、高齢者講習制度の見直しが行われ、臨時認知機能検査・臨時高齢
者講習の新設、臨時適性検査制度の見直し、高齢者講習の合理化・高度化等が含める

○臨時認知機能検査・臨時高齢者講習の新設は高齢者の加齢に伴う認知機能の低下に対
して、タイムリーに医師の診断や安全運転支援（安全運転指導）を行うことを目的とする

出典：岡山県警察のHP、http://www.pref.okayama.jp/page/494757.html
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参考：高齢者講習をめぐる道路交通法改正経緯の要点
○平成10年から施行されてきた高齢者講習は社会情勢の変化に対応するため、講習対象
年齢の引き下げや実施内容の見直しが行われている
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出典：高齢運転者交通事故防止対策に関する有識者会議（第2回）資料、「老化の多様性に配慮した講習内容の充実」、著者：溝端光雄



研究背景（高齢者講習等が交通事故件数に与える効果があるか）
○オーストラリア、デンマーク、カナダで実施した研究事例から、免許更新時に実施した医学
的検査や運転技能試験が交通事故の削減に対する効果がないことが分かる

〇国内で実施した研究事例からも、高齢者講習等の事故削減効果がないことが示された
→75才以上の年齢階級が65－69才の年齢階級に対する事故率の比率は1.1倍以上（下図）

5

出典： Masao Ichikawa, Shinji Nakahara, Haruhiko Inada. Impact of mandating a driving lesson for older drivers at license renewal in Japan, Accident Analysis 
and Prevention Vol. 75, 2015, 55-60.

図 65－69才年齢階級に対する事故率（1万人免許保有者数あたりの件数）の比率
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本研究の問題意識・目的・貢献路円滑化
〇愛知県豊田市を事例として、高齢運転者の事故データに適用できる高齢運転者数の増加
や事故件数の月間変動を考慮したカウントデータモデルを構築することで、モデルの推定
結果から、新高齢者講習制度が事故件数の削減に与える効果を把握する

本研究の貢献
①ポアソン回帰、負の二項回帰、整数値自己回帰ポアソン3種類のカウントデータモデルを用
いた分析を実施する。特に、高齢運転者事故件数の時系列特性があるかを確認する。

②高齢運転者数やH29年3月12日に実施した高齢者講習の見直しによる影響に関する説明
変数をカウントデータモデルに取り入れて、推定結果の有意性から、それらの影響効果を
把握する。

③高齢運転者事故件数の月間変動を考慮するため、それらに関する説明変数もカウントデ
ータモデルに取り入れて、推定結果の有意性から、高齢運転者の事故件数が比較的に多
い月を把握する。分析結果は高齢運転者を対象とした安全教育に活用できる。

問題意識
◇削減効果分析モデルでは、交通事故件数を整数として取り扱う研究事例は殆どない。
◇高齢運転者の増加や交通事故件数の月間変動を考慮した先行研究は極めて少ない。
→事故件数の削減に与える効果に対する定量的評価は重要な問題である。



データの概要
○「愛知県警から受領した交通事故データ」、「豊田市の免許保有者数データ」、「豊田市の
人口統計データ」を用いる

○愛知県警から受領した交通事故データ

（内容）豊田市交通安全防犯課経由で受領した2005～2019年に発生した人身事故データ

○豊田市の免許保有者数データ
（内容）愛知県警HPに掲載した2008～2019年の年齢階級別免許保有者数データ（12月末）

○豊田市の人口統計データ

（内容）豊田市総務部庶務課から受領した2005～2019年の月別年齢別の人口統計データ
→月別の高齢運転者数が入手できないため、人口統計データをもとに、該当データを作成

○交通事故データの抽出条件

→四輪車（軽貨物車、貨物車、軽乗用車、乗用車など）を運転している者
→交通事故関与者のうち、第1当事者となる65才以上の者

○抽出結果（高齢運転者による事故件数）

→2005年4月から2019年12月までに発生した4,114件事故（177か月）
→豊田市合併前の人口統計データが入手できないため、交通事故データを対象外とする
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基礎集計結果（高齢者・高齢運転者・高齢運転者事故件数）
○65才以上の高齢者数や高齢運転者が徐々に増加している傾向がみられる
〇高齢運転者による事故件数が増加している傾向がみられず
〇期間中に実施された高齢者講習の見直しによる事故件数の削減効果があるのか
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月別の事故件数（見直し前：箱ひげ図、見直し後：赤点）
○見直し前では、1、2、6月の事件件数が少ない。4、8月の事故件数の変動は大きい
〇見直し後では、3、6、11月以外の事故件数は見直し前の最大値より少なく、さらに、多数の
事故件数は第3四分位点よりも少ない

最大値

最小値

第１四分位点

第３四分位点

中央値

異常値
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月別の高齢運転者数の作成方法
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y=0.937x-22700.465 (Adjusted Rho: 0.999)

○2008～2019年の人口統計や免許保有者数データを用いて作成した回帰モデルを示す
〇推計モデルを豊田市の人口統計データに適用し、月別の高齢運転者数を推定



分析用モデル（ポアソン回帰、負の二項回帰、整数値自己回帰ポアソン）

○ポアソン回帰や負の二項回帰モデルは統計学の基本モデルとして知られている
〇本研究で用いた整数値自己回帰ポアソンモデルを以下に示す
→αは高齢運転者による事故件数に関する月間の相関性（前月の事故件数）を表現
→βは当月における高齢運転者による事故件数に影響を与える要因の影響を表現
→本研究では条件付き最尤法を用いて、未知パラメータのβ、θを推定

ベルヌーイ分布

ポアソン分布

tY ：ｔ時点の高齢運転者による事故件数（１７６時点）

tX ：ｔ時点の説明変数（高齢運転者の対数、高齢者講習実施期間のダミー変数等）
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参考：事故件数の推計モデルの研究事例
○イギリスの死亡事故対策（シートベルト着用や交通安全の新規制）の効果を評価するため、

Quddusは自己回帰和分移動平均（ＡＲＩＭＡ）、負の二項回帰（ＮＢ）、時間に伴う変化を考
慮した負の二項（NB with a time trend）回帰、整数値自己回帰ポアソン（INAR(1) Poisson）
等のモデルを用いた分析結果を整理した上、INAR(1) Poissonモデルの優位性を示した

出典： Mohammed A. Quddus, Time series count data models: An empirical application to traffic accidents, Accident Analysis and Prevention Vol. 40, 2008, 
1732-1741.
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対策期間の
ダミー変数

モデル精度
の比較方法



推定結果（ポアソン回帰、負の二項回帰、整数値自己回帰ポアソン）

○事故件数に影響を与える要因は、新高齢者講習、65才以上高齢運転者数、月間変動
〇ポアソン回帰結果は負の二項回帰とほぼ同様で、赤池情報基準は比較的に小さい
〇整数値自己回帰ポアソンのθ値は小さく、かつ有意できないため、時系列の特性がない

説明変数・評価指標
ポアソン回帰 負の二項回帰 整数値自己回帰ポアソン

推定値 t値 推定値 t値 推定値 t値

定数項 -0.477 -0.36 -0.477 -0.36 -0.451 -0.34 

[2009.06-2017.02]期間ダミー -0.055 -0.84 -0.055 -0.84 -0.054 -0.82 

[2017.03-2019.12]期間ダミー -0.194 -1.95 -0.194 -1.95 -0.193 -1.93 

65才以上高齢運転者数の対数 0.763 2.60 0.763 2.60 0.757 2.58 

2月ダミー 0.038 0.47 0.038 0.47 0.038 0.47 

3月ダミー 0.138 1.72 0.138 1.72 0.138 1.72 

4月ダミー 0.164 2.05 0.164 2.05 0.164 2.05 

5月ダミー 0.086 1.07 0.086 1.07 0.085 1.06 

6月ダミー 0.026 0.32 0.026 0.32 0.026 0.32 

7月ダミー 0.124 1.56 0.124 1.56 0.124 1.56 

8月ダミー 0.063 0.78 0.063 0.78 0.063 0.78 

9月ダミー 0.070 0.88 0.070 0.88 0.070 0.87 

10月ダミー 0.185 2.37 0.185 2.37 0.185 2.36 

11月ダミー 0.296 3.86 0.296 3.86 0.296 3.86 

12月ダミー 0.222 2.85 0.222 2.85 0.222 2.85 

記述統計

Dispersion parameter - 361,017 0.08 -

Theta to calibrate thinning parameter - - -13.484 -0.03

Series of length 176 176 176

赤池情報基準 1054.4 1056.4 1056.4

モデル精度比較指標→【差異がない】

Root Mean Square Error 4.581 4.581 4.581

Mean Absolute Error 3.530 3.530 3.530

Mean Squared Error 20.983 20.982 20.982
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推定モデルの精度比較
○構築した3種類のカウントデータモデルの予測値には差異がない
〇事故件数の観測値と比較した結果から、推計モデルの精度を改善させる余地あり
→非観測要因：月間走行距離、運転免許返納者数、先進安全自動車の普及率 など
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分析結果（事故件数の月間変動の考慮必要性）
○月ダミー変数を取り入れたモデルはそうではないものと比較して、モデルの精度は高い

説明変数・評価指標
ポアソン回帰（月ダミー変数あり） ポアソン回帰（月ダミー変数なし）
推定値 t値 推定値 t値

定数項 -0.477 -0.36 -0.493 -0.37 
[2009.06-2017.02]期間ダミー -0.055 -0.84 -0.060 -0.92 
[2017.03-2019.12]期間ダミー -0.194 -1.95 -0.197 -1.99 
65才以上高齢運転者数の対数 0.763 2.60 0.793 2.72 
2月ダミー 0.038 0.47 - -

3月ダミー 0.138 1.72 - -
4月ダミー 0.164 2.05 - -

5月ダミー 0.086 1.07 - -
6月ダミー 0.026 0.32 - -
7月ダミー 0.124 1.56 - -
8月ダミー 0.063 0.78 - -
9月ダミー 0.070 0.88 - -

10月ダミー 0.185 2.37 - -
11月ダミー 0.296 3.86 - -
12月ダミー 0.222 2.85 - -
記述統計
Series of length 176 176

赤池情報基準 1054.4 1062.2
モデル精度比較指標

Root Mean Square Error 4.581 5.028
Mean Absolute Error 3.530 3.806
Mean Squared Error 20.983 25.277



とりまとめ
○本研究による知見及び本分析の限界は下記の通り整理

○本研究による知見
→高齢運転者数は該当年齢階級の運転者による事故件数に及ぼす影響を明らかにした。
→2017年3月12日に実施した高齢者講習の見直しによる事故件数の削減効果が確認できた。
→事故件数の月間変動を明らかにし、3、4、10、11、12月の事故件数が多い傾向が示された。
→高齢運転者による交通事故件数の時系列特性がないことが示唆された。

○本分析の限界
→高齢者講習の見直しに関するダミー変数を設定することで、高齢運転者の事故件数に与
える影響は翌月から効くことを仮定したが、そうではない可能性がある。

→データの制約条件によって、高齢者講習は65才以上の高齢運転者に与える影響を分析し
たが、非講習対象の65～69才の高齢運転者に与える影響がない可能性がある。

→免許更新時に実施された高齢者講習や一定の違反を起こした時に実施された臨時高齢
者講習内容が異なるが、それぞれによる影響を分けて考慮することができない。

→愛知県豊田市の交通事故データを用いた研究分析を実施したため、日本全国やほかの地
域に該当結論を適用できない可能性がある。
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高齢運転者による事故低減方策提案
○本研究の分析結果を踏まえた事故対策提案を下記のように整理

（2）高齢運転者自分自身が運転能力をタイムリーに把握できる機会の増加
現状：高齢者の運転能力が低下している可能性があるが、運転能力を把握するための機

会として、免許更新時の高齢者講習や臨時高齢者講習のほかにはほとんどない。
方策：高齢者に自動車保険ドライブレコーダー特約やテレマティクス自動車保険の利用を

通じて、保険会社から運転行動診断結果を入手できるなどを知って頂く。また、ドラ
イブレコーダーの運転支援アラート機能による安全運転確保やテレマティクス自動
車保険の活用による保険料の削減効果などのメリットもある。

（1）高齢運転者を保護する環境づくりの推進
現状：2009年から、高齢運転者標識表示の義務化が施行中止したが、全国・愛知県の交

通安全計画では、高齢者マークを取り付けた自動車への保護意識の向上や高齢
者マークの積極的な使用の促進などの方針を定めている。

方策：高齢運転者を対象に高齢運転者標識標示の積極的な使用を呼びかけるとともに、
運転中に高齢者マークを取り付けた自動車に進路変更の譲りや車間距離を広げる
ことに留意して頂く。
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